
（３） 特別障害者扶養信託制度に係る非課税
措置等の見直し

　平成18年の「障害者自立支援法」の施行以
後、知的障害や精神障害のある人を始めとす
る障害のある人の地域移行が進み、また、そ
の高齢化も進む中で、障害のある人が「親亡
き後」にも一人でも自立して生活できるよう
に後押しをする支援が求められている。
　特別障害者扶養信託制度は、昭和50年に創
設された税制上の優遇措置であり、重度の障
害のある人を受益者としてその親族等が金銭
等の財産を信託した場合、受益者は贈与によ
り取得したものとみなして贈与税が課税され
るが、信託受益権の価額のうち６千万円まで
であれば贈与税を非課税にできるものであ
る。この制度を活用すると、信託銀行等が財
産の管理を行い、障害のある人に対し金銭を
定期的に交付するので、生前贈与で親族等の
財産を確実に手にすることができるだけでな
く、障害のある人の金銭管理に資するものに
もなっている。
　特別障害者扶養信託制度は制度創設以来、
重度の障害のある人のみを対象にしてきた
が、上述のような障害のある人を取り巻く状
況の変化や、中軽度の障害のある人であって
も一定の日常生活・社会生活に係る制限を有
していること等を踏まえ、平成25年度から、
特定障害者扶養信託制度として、中軽度の知
的障害や精神障害のある人も新たに対象とす
ることとなった（非課税限度額は３千万円）。

４．施設サービスの再構築

（１） 地域生活を支える拠点としての施設整
備

　障害のある人の意向を尊重し、施設入所者
の地域生活への移行を促進するため、地域で
の生活を念頭に置いた社会生活の技能を高め

ることを目指し、「障害者基本計画」に基づき、
施設等から地域生活への移行を促進するとと
もに、地域生活を支える拠点として、施設の
専門的機能を地域に開放する「地域化」を進
めることとしている。
　このため、グループホームを計画的に整備
するなど、障害のある人の地域移行を促進す
る一方、障害のある人が利用する施設につい
ては、地域の重要な資源として位置づけ、積
極的にその活用を図ることとしている。

（２）施設の地域利用

　施設に対しては、従来のように、入所者を
対象にするだけではなく、施設が蓄えてきた
知識や経験を活用し、あるいは施設の持って
いる様々な機能を地域で生活している障害の
ある人が利用できるように、支援を行うこと
が求められており、今後、障害者施設は、各
種在宅サービスを提供する在宅支援の拠点と
して地域の重要な資源として位置づけ、その
活用を図ることが重要であり、こうした取組
の一層の充実を図ることとしている。

５．スポーツ・文化芸術活動の推進

（１）スポーツの振興

ア　障害者スポーツ大会等の開催
　障害のある人のスポーツに対する国民各層
の理解と関心は年々高まりをみせており、現
在では、全国各地で数多くのスポーツ大会や
スポーツ教室が開催され、また、国際スポー
ツ大会に我が国から多数の選手が参加してい
る。平成25年度においては、ロシアのソチで
「ソチ2014パラリンピック冬季競技大会」が
開催され、世界から547人の選手が参加し、
日本からは20名のアスリートと35名のコー
チ・役員が参加した。本大会は、４年に一度
行われる身体・知的障害のある選手による世
界最高峰の大会であり、夏季大会と冬季大会
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